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１. 1 5 年 1 2 月期の連結業績( 平成 1 5 年 1 月 1 日～平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日)  

( １) 連結経営成績                              ( 金額表示：百万円未満切捨)  

 売 上 高  営 業 利 益  経 常 利 益  

 百万円 %  百万円 %  百万円 %  

1 5 年 1 2 月期 2 5 , 0 5 9  8 . 8  9 2 0  1 0 . 0  5 4 2  5 1 . 8  

1 4 年 1 2 月期 2 3 , 0 3 1  △4 . 2  8 3 7  5 6 . 3  3 5 7  5 4 . 2  

 

  

当 期 純 利 益 

  

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整 

後 1 株当たり 

当期純利益 

 

株主資本 
当期純利益率 

 

総 資 本 

経常利益率 

 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 %  円 銭 円 銭 %  %  %  

1 5 年 1 2 月期 △3 , 4 2 7   -  △1 5 3  0 2       -     -  △6 1 . 9  1 . 9  2 . 2  

1 4 年 1 2 月期 1 0 1  5 . 2      4   5 3       -     -  1 . 4  1 . 2  1 . 6  

（注）①持分法投資損益 1 5 年 1 2 月期 ― 百万円      1 4 年 1 2 月期 ― 百万円 

   ②期中平均株式数（連結）1 5 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 8 , 5 2 1 株    1 4 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 9 , 3 8 6 株 

   ③会計処理の方法の変更  無 

   ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率  

 

（２）  連結財政状態 

 総 資 産  株 主 資 本  株主資本比率 1 株当たり株主資本 

        百万円        百万円          ％        円  銭 

1 5 年 1 2 月期 2 5 , 8 6 0   3 , 8 9 1   1 5 . 0   1 7 3  7 2   

1 4 年 1 2 月期 2 9 , 7 8 2   7 , 1 7 9   2 4 . 1   3 2 0  5 2   

( 注) 期末発行済株式数（連結）1 5 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 8 , 4 1 8 株    1 4 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 9 , 3 5 6 株 

 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

現 金 及 び 現 金 同 等 物

期 末 残 高 

        百万円        百万円        百万円        百万円 

1 5 年 1 2 月期 1 , 0 8 7   △  3 0 8   △    8 1 1   3 , 2 1 7   

1 4 年 1 2 月期 7 1 2    △ 1 7 1   △  4 3 9   3 , 2 5 0   

 

 ( ４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社 3 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

( ５) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結( 新規)  ― 社 ( 除外)  ― 社  持分法( 新規)  ― 社 （除外） ― 社   

 

２. 1 6 年 1 2 月期の連結業績予想（平成 1 6 年１月１日～平成 1 6 年 1 2 月 3 1 日） 

 売 上 高  経常利益 当 期 純 利 益 

           百万円            百万円           百万円 

中 間 期  -   -  - 

通  期      -       -            -  

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期） - 円 - 銭 

（注）平成 1 6 年 1 月 1 日付にて連結子会社 3 社の内 2 社を吸収合併いたしました。 

残りました 1 社については重要性の観点から判断し平成 1 6 年度より連結子会社から除外いたします。

従いまして、平成 1 6 年 1 2 月期の連結業績予想は算出しておりません。 

― １ ― 
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１.  企業集団の状況 

 

 当企業集団が営む主な事業内容と当該事業における位置付けは次の通りであります。 

 新精商事（株）並びに大阪ニチロウ商事（株）は、当社の主製品であるパラフィンワックス、

マイクロワックスの一部及び重油の一部を販売し、周和産業（株）は当社の製造設備の保全

工事の請負及び構内作業を行っております。 

 

  ( 事業の系統図)  

       

          

ユ  ー  ザ   ー 

 

 

 

 

   

新 精 商 事 ( 株 )  

 

       

       

       

 

大阪ニチロウ商事( 株)  

 

   

パラフィンワックス パラフィンワックス 

マイクロワックス マイクロワックス 

  重油 

 

 

日  本  精  蝋  株  式  会  社 

   

 

  設備の保全及び構内作業 

 

                          

                        

               連結子会社 

 

             

 

 

 

 

周 和 産 業 ( 株 )  
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２．経営方針 
 
（１）経営の基本方針 

当社はワックスの専業メーカーとして独自に開発したプロセスにより多種多様かつ

高品質のワックスおよびワックスを原料とする各種変性品並びに良質の重油を製造し、

永年にわたり蓄積された技術を下に需要家に対するきめ細かなサービスはもとよりい

かなるご要望にも応ずることのできるよう新製品・新用途の開発・開拓に努めておりま

す。近年加速する技術革新、環境問題、省エネルギーの観点から情報化社会に求められ

ている素材、環境問題に対応する素材、快適生活に役立つ素材の提供等時代の要求にも

応えられる新製品・新用途を数多く開発、創出して、社会・文化の発展に貢献すること

を基本方針としております。 
 
（２）利益配分に関する基本方針 

当社はこれまで株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題として位置づけ、業

績の改善に鋭意努力してまいりましたが、多年にわたる無配継続後もなお復配する状況

にいたっておりません。今般、平成 20 年 12 月期の復配を経営の最重要課題とする中期

経営計画を策定し、目下業績の向上と過剰債務体質の改善を図るための経営諸施策を鋭

意推進中のところでございます。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、平成 13 年 3 月末新経営体制移行を契機に過剰債務体質からの脱却を経営の

第１目標に掲げ ①人件費抑制と合理的配置を目的とした少数精鋭体制の確立  ②有

利子負債の計画的削減と設備投資の抑制 ③販売子会社統合による効率的販売体制の

強化 ④不稼動資産の整理および時価評価の徹底による資産の良化 ⑤徹底した経費

削減を中心とする収益管理 の具体的経営諸策を推進してきました。また、当中間期に

おいてはこれら経営課題を織り込んだ「２１世紀に勝ち抜く強い企業体質の構築および

５年後の復配」への道筋を明確化した当期を初年度とする中期経営計画（平成 15 年度

～平成 1 9 年度）を以下のとおり発表し、これの実行に着手いたしました。 

 

（中期経営計画の骨子） 

①本計画の基本方針 

有利子負債の更なる圧縮と時価会計や減損会計に代表される新会計制度等時代の

要請に応じた総資産の厳格査定により財務体質の健全化を図り、２１世紀に勝ち抜く

強い企業体質を構築することおよび５年後の復配の道筋を明確化するものです。 

②具体的経営目標 

（ア）新配員体制により、平成 16 年末までに従業員を 235 名までに減員し、併せて

より実績貢献を重視した新処遇制度へ転換を図り、少数精鋭体制を確立します。 

（イ）設備投資額をコントロールし、有利子負債を年平均８億円削減し平成 19 年度

には 1 2 0 億円台に圧縮し、過剰債務体質から脱却します。 

（ウ）販売子会社の新精商事㈱、大阪ニチロウ商事㈱の２社を吸収合併（合併期日平

成 16 年１月１日）し、販売効率を高めると同時に市場・顧客への直接アクセ

スを強め販売力の強化を図ります。 

（エ）固定資産と流動資産についてその時価に基づき経理処理を実施し、資産の良化

を図り、財務内容を改善します。中でもたな卸資産については昨今の販売実績

や今後の見込み等の観点から、減損処理を行い大幅に削減します。 



  

 - 4 - 

（オ）製造原価並びに一般管理費中の経費項目について更に見直しを行い、経費の徹

底的削減を図ります。 

（カ）研究・開発活動を強化し収益力を高めることに注力します。情報分野のトナー

やエマルジョンを使用した各種分野においては新製品販売が具体化されつつ

あり、下記の業績目標に追加要因として寄与することが見込まれます。また、

今年度からは大学を始めとする各種研究機関と共同研究を開始し新たな分野

の開拓に注力しております。 

（キ）復配の時期は平成 2 0 年 1 2 月期からを目指します。 

③業績目標（百万円） 

            1 4 年    1 5 年     1 6 年     1 7 年     1 8 年    1 9 年 

           ( 実績)      ( 予想)     ( 計画)     ( 計画)    ( 計画)   ( 計画)  

   売上高     2 2 , 6 1 4     2 4 , 0 5 0    2 2 , 3 2 0    2 2 , 3 2 0    2 2 , 3 2 0   2 2 , 3 2 0  

   経常利益          3 4 3         3 4 0       6 1 0        7 6 0        8 4 0       8 7 0  

   当期純利益         9 3    △ 3 , 5 0 0        5 9 0        7 3 0        8 2 0       7 8 0  

   有利子負債     1 6 , 3 6 9      1 5 , 9 6 0     1 5 , 0 0 5     1 4 , 2 0 5     1 3 , 4 0 5    1 2 , 6 0 5  

 

（４）目標とする経営指標 

経営財務指標としては、当社グループの財務課題（有利子負債の削減、資産効率向

上等）の遂行に最適の指標としてＲＯＡ（総資産利益率）とフリーキャッシュフロー

を用いております。今後中期経営計画の着実な遂行により、ＲＯＡの向上を目指して

まいります。 

 

（５）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は激変する経営環境に迅速かつ的確に対応できる意思決定、透明性の高い経営、

法令並びに企業倫理の遵守に努めることをコーポレート・ガバナンスの基本としてお

ります。 

①取締役会・執行役員会 

当社は平成 15 年 3 月に激変する経営環境・市場環境の下で一層の経営の迅速化と

戦略性向上をはかるために、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能に分離し、

最高意思決定機関としての取締役会は経営戦略・方針の決定および執行業務の監督

等高度な経営判断に専念し、新たに執行役員制を導入し業務執行機能の役割の明確

化と業務執行のスピードアップを図ることにいたしました。併せて、取締役の任期

を従来の２年から１年に短縮いたしました。 

取締役数は従来の 10 名体制から２名削減し８名体制（含、社外取締役１名）、執行役

員数は兼務取締役を含めて９名体制です。取締役会および執行役員会は毎月開催して

おります。 

②監査役会 

当社は監査役制度を採用しております。監査役は取締役会に出席し、経営の透明

性・客観性・適法性を監査するとともに必要に応じて意見を述べております。 

監査役数は社外監査役３名を含め４名です。監査役会は適宜必要に応じて開催してお

ります。 

③会計監査人および顧問弁護士 

会計監査人とは、通常の会計監査に加え重要な会計的課題について必要に応じて相

談・検討を実施しております。なお、本年３月末開催予定の定時株主総会を機に、

会計監査人の中村精三公認会計士の退任に伴う後任会計監査人として新たに新日本



  

 - 5 - 

監査法人への変更を予定しております。また、顧問弁護士とは重要な法的課題およ

びコンプライアンスにかかわる事項について必要に応じてアドバイスを受ける等適

法性の確保に留意しております。 

④法令遵守の徹底 

法令遵守はもとより企業倫理に則った行動の推進を図るために、適時実施の社員教

育や安全衛生中央委員会等各種委員会でその徹底に努めております。 

⑤ＩＲの充実 

経営の透明性と信頼性を確保するために、タイムリーな情報開示はもとよりホーム

ページの掲載内容の充実とよりわかり易い内容に適宜更新する等より充実した会社

情報の開示に努めております。 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

①経営環境 

当期におけるわが国経済は、期前半から米国や中国を牽引役に海外景気の緩やかな

回復を背景に輸出環境に明るさが見え始めましたが、その後イラクへの武力行使や

重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の発生等により不透明感が広がり、期後半から

はイラクの政情不安が長期化の様相を呈する中で原油価 格が急騰後高止まりの状況

を続け、加えて期末には急速なドル安円高が進行する等不安定な状況の中で推移い

たしました。一方、国内においては依然デフレ進行に歯止めがかからず、企業収益

の改善を背景に設備投資に緩やかな持ち直しの動きが見られたものの、雇用・所得

環境の悪化により個人消費は依然盛り上がりにかけ、景気は総じて持続的な回復力

に乏しい状況で推移いたしました。 

②営業の経過 

このような状況下にあって  当社グループは前期に引き続き①有利子負債の計画

的削減 ②人件費抑制を目的とした少数精鋭体制の確立  ③設備投資の抑制 ④不

稼動資産の整理 ⑤徹底した経費節減  に鋭意取り組んでまいりました。また、中

間期においてはこれらの経営諸策を織り込んだ「２１世紀に勝ち抜く強い企業体質

の構築および５年後の復配」への道筋を明確化した当期を初年度とする中期経営計

画を発表し、この推進に注力してまいりました。一方、原料油価格が高騰する中で

売上の拡大と収益の確保を図るために製品値上げをはじめ新規開拓・新製品開発に

注力する等積極的な販売開発活動を展開してまいりました。 

③進捗状況と成果 

中期経営計画に掲げた経営諸課題の進捗状況は、次のとおりです。 

１）新配員体制の確立については、平成 16 年末の 235 名までの減員目標は計画通

り進捗し次期までに達成の予定です。また、実績貢献重視の新処遇制度は計画

通り次期に移行の予定です。 

２）有利子負債削減については、当初計画の年間 8 億円削減目標をほぼクリアーす

る 786 百万円の削減を達成し当期末で 15,582 百万円まで圧縮することができ

ました。次期も引き続き 8 億円削減の見込みです。 

３）販売子会社の新精商事㈱および大阪ニチロウ商事㈱の２社の吸収合併について

は、平成 16 年 1 月 1 日の合併を計画通り完了し、収益志向重視の販売開発活

動を展開中です。 

４）総資産の見直しについては、不稼動の設備・機械・装置の除却の外、中間期で
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たな卸資産を対象に 38 億円の評価損を計上しましたが、下期に当該たな卸資

産をすべて売却処分いたしました。 

５）製造原価ならびに一般管理費の費用項目の削減については、人件費を含めた固

定費で前期に比較して 3 8 1 百万円の削減を達成しました。 

６）研究・開発活動の強化については、既に大学を始め各種研究機関さらにはユー

ザーとの共同研究に着手しております。目下新規分野の開拓および新規用途の

開発に鋭意取り組んでおります。 

 

一方、活 動の成果については、主製品のワックス販売では国内販売が需要低迷する中

で、前期と比較して売上数量では 110 トン増の 35,324 トン、売上高では 123 百万円

増の 6,102 百万円の実績となりました。輸出販売では新規ルートの開拓により売上数

量では前期に比較して 4,954 トンの大幅伸張をみたものの、売上高では製品値上げの

実施にも拘わらず急激な円高の影響により、29 百万円の増収にとどまり 4,472 百万

円となりました。この結果、ワックス全体では前期に比較して売上数量で 5,064 トン

増の 91,137 トン、売上高で 153 百万円増収の 10,575 百万円となりました。重油販

売では前期後半に発生した原子力発電所トラブルによる運転停止の再稼動が進むに

つれて市況も弱含みに転じたものの、期後半から地震や相次ぐ製油所のトラブル発生

に伴う操業停止により一転需給が逼迫し、前期に比較して売上数量では 2,396 キロリ

ットル減の 450,605 キロリットルとなったものの、売上高では 1,768 百万円の大幅

増収の 11,736 百万円となりました。また、その他の仕入商品販売では売上高で 106

百万円増収の 2 , 7 4 7 百万円となりました。 

これにより、売上高合計では前期と比較して 2,028 百万円増の 25,059 百万円の計

上となり、営業利益では売上高の拡大に加え諸経費の削減等の効果により採算性が

向上した結果、83 百万円増の 920 百万円、経常利益では有利子負債の削減効果等に

より 185 百万円増の 542 百万円となりました。しかしながら、税金等調整前当期純

利益では中間期において評価損に計上したたな卸資産を売却処分した結果特別損失

を 3,878 百万円計上するに至り、前期に比較して 3,533 百万円減の 3,332 百万円の

損失計上を余儀なくされました。また、当期純利益では過年度分法人税等（平成 12

年度～14 年度）の追徴税負担により、3,528 百万円減の 3,427 百万円の損失を計上

するに至りました。 

 

なお、この結果中期経営計画(単独)の平成 1 5 年度業績予想との比較は次のとおり 

です。 

          売上高  経常利益   当期純利益   有利子負債 単位：百万円 

業績目標  2 4 , 0 5 0     3 4 0      △3 , 5 0 0      1 5 , 9 6 0  

当期実績  2 4 , 7 0 8     5 3 5      △3 , 4 3 1      1 5 , 5 8 2  

差      6 5 8        1 9 5              6 9       △3 7 8  

 

④今後の見通し 

米国および中国が牽引する世界経済は現在総じて堅調に推移しておりますが、イラ

ク問題の長期化、米国大統領選挙の与える影響について注視する必要があり、国内

経済は明るさが見えているといわれておりますが当社にとっては高値圏で推移する

原油価格の動向、不安定な為替の動向、国内重油需給の動向等、いろいろ懸念材料

が山積する中で依然として予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

このような状況の中で、次期の経営方針を ①中期経営計画の達成のための体制と環
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境の整備 ②適正利益志向、採算性重視 ③社会的責任、企業倫理の重視  ④２１世

紀に通用するビジネスモデルの模索 と定めており、これに沿って「中期経営計画の

業績目標」の達成に総力を挙げて取り組んでいく所存であります。 

通期の業績予想（単独）としては、売上高合計では 23,200 百万円、経常利益では 600

百万円、当期純利益では 590 百万円を見込み、有利子負債の削減についても引き続き

8 億円の削減を予定しております。 

 

（２）財政状態 

①当期の概況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ･フロ

ーが 1,087 百万円（前連結会計年度 712 百万円）、投資活動によるキャッシュ･フロ

ーが△308 百万円（前連結会計年度△171 百万円）、財務活動によるキャッシュ･フロ

ーが△811 百万円（前連結会計年度△439 百万円）となった結果、期首残高と比較し

3 2 百万円減少し 3 , 2 1 7 百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ･フローは、税金等調整前当期純損失が 3,332 百万円と

なりましたが、たな卸資産の処分損、固定資産の除却損等の結果であり、資金的に

はたな卸資産の減少、減価償却費及び売掛債権の増加等により 1,087 百万円の増加

となりました。 

投資活動によるキャッシュ･フローは、固定資産･投資有価証券の取得及び長期貸付

金の増加により 3 0 8 百万円の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ･フローは、財務体質の改善に向けて借入金返済を進め

た結果 8 1 1 百万円の減少となりました。
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４. 連結財務諸表等 

 ( １) ― 1  連結貸借対照表 
 

( 単位：千円未満切捨)  

        期別 
 

平成 1 5 年 1 2 月期 
( 平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日現在)  

平成 1 4 年 1 2 月期 
( 平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日現在)  

 
増減（△） 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比        

（資産の部） 

Ⅰ.流 動 資 産  

       

11,339,207 

％ 

 4 3 . 8  

         

   15,257,582 

％ 

 5 1 . 2  

 

△ 

 

3,918,374 

 現金及び預金 

 受取手形及び売掛金 

 有価証券 

 たな卸資産 

 繰延税金資産 

 その他 

貸倒引当金 

 

Ⅱ. 固 定 資 産  

   4,179,694 

3 , 3 0 3 , 0 5 2  

-  

3 , 4 4 4 , 7 1 0  

1 1 3 , 5 0 1  

3 0 1 , 3 2 3  

△   3 , 0 7 4  

 

1 4 , 5 2 1 , 4 7 1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 6 . 2  

   3,729,217 

3 , 0 0 8 , 3 7 4  

5 0 0 , 0 8 7  

7 , 8 0 0 , 9 5 3  

1 8 , 9 7 1  

2 0 7 , 0 5 6  

△   7 , 0 7 7  

 

1 4 , 5 2 5 , 4 1 7  

 

 

 

 

 

 

 

 

 4 8 . 8  

 

 

△ 

△ 

 

 

 

 

△ 

4 5 0 , 4 7 6  

2 9 4 , 6 7 7  

5 0 0 , 0 8 7  

4,356,242 

9 4 , 5 2 9  

9 4 , 2 6 7  

4 , 0 0 3  

 

 3 , 9 4 5  

１. 有形固定資産 

  建物及び構築物 

   機械装置及び運搬具 

  土地 

  建設仮勘定 

  その他 

 

２. 無形固定資産  

  その他 

 

３. 投資その他の資産 

  投資有価証券 

  長期貸付金 

  繰延税金資産 

  その他 

  貸倒引当金 

 

1 3 , 5 7 6 , 5 1 5  

2 , 0 2 4 , 1 3 7  

2 , 3 0 1 , 5 5 2  

9 , 0 9 8 , 7 4 8  

8 6 , 7 8 5  

6 5 , 2 9 0  

 

 

2 8 , 2 8 1  

 

9 1 6 , 6 7 4  

4 5 6 , 1 4 0  

1 1 5 , 6 6 4  

2 7 6 , 2 8 9  

6 8 , 6 7 9  

△    9 8  

 5 2 . 5  

 

 

 

 

 

 

 

    0 . 1  

 

    3 . 6  

 

1 3 , 9 6 0 , 0 6 8  

2 , 1 2 6 , 2 3 3  

2 , 6 3 3 , 8 3 2  

9 , 0 9 8 , 7 4 8  

3 3 , 0 2 3  

6 8 , 2 3 0  

 

 

1 2 , 0 0 3  

 

5 5 3 , 3 4 4  

3 6 1 , 0 5 8  

1 9 , 5 4 2  

1 1 8 , 4 4 6  

5 4 , 3 3 9  

△    4 1  

 4 6 . 9  

 

 

 

 

 

 

 

    0 . 0  

 

    1 . 9  

 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

3 8 3 , 5 5 3 

1 0 2 , 0 9 5 

  332,280 

-  

5 3 , 7 6 2  

2 , 9 3 9  

 

 

1 6 , 2 7 7  

 

3 6 3 , 3 3 0  

9 5 , 0 8 2  

9 6 , 1 2 1  

1 5 7 , 8 4 3  

1 4 , 3 3 9  

5 7  

 資 産 合 計 2 5 , 8 6 0 , 6 7 9  1 0 0 . 0   2 9 , 7 8 2 , 9 9 9  1 0 0 . 0   △ 3,922,320 
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( １) ― ２ 連結貸借対照表 

( 単位：千円未満切捨)  

        期別 

 

平成 1 5 年 1 2 月期 

( 平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日現在) 

平成 1 4 年 1 2 月期 

( 平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日現在) 

 

増減（△） 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比  

（負債の部） 

Ⅰ.流 動 負 債  

     

     11,910,664 

％ 

 4 6 . 1  

     

     12,721,934 

％ 

 4 2 . 7  

 

△ 

 

8 1 1 , 2 6 9  

 支払手形及び買掛金 

 短期借入金 

 未払法人税等 

 未払消費税等 

 賞与引当金 

その他 

 

Ⅱ. 固 定 負 債  

1,615,212 

      9,315,555 

        364,749 

         67,507 

         32,363 

        515,275 

 

10,058,875 

 

 

 

 

 

 

 

3 8 . 9  

1,718,780 

     10,413,729 

        131,304 

         57,943 

         32,868 

        367,307 

 

9,881,591 

 

 

 

 

 

 

 

3 3 . 2  

△ 

△ 

 

 

△ 

 

 

 

1 0 3 , 5 6 7  

1,098,174 

  233,445  

  9 , 5 6 3  

    5 0 5  

1 4 7 , 9 6 7  

 

1 7 7 , 2 8 4  

 社債 

長期借入金 

 再評価に係る繰延税金負債 

 退職給付引当金 

  保証債務損失引当金 

 

      200,000  

6,016,519 

3,528,813 

252,377 

 61,165 

 

 

  200,000 

5,730,012 

3,642,252 

248,161 

61,165 

  

 

△ 

 

 

 

        - 

2 8 6 , 5 0 6  

  1 1 3 , 4 3 8  

    4,216  

        - 

       

 負 債 合 計      21,969,540 8 5 . 0       22,603,525 7 5 . 9  △ 6 3 3 , 9 8 5  

（少数株主持分）       

 少数株主持分               -               -           - 

（資本の部） 

Ⅰ.資本金 

Ⅱ.資本準備金 

Ⅲ.土地再評価差額金 

Ⅳ.連結剰余金 

Ⅴ. その他有価証券評価差額金 

Ⅶ.自己株式                       

 

              - 

              - 

              - 

              - 

              - 

              - 

 

 

 

 

 

 

 

 

      1,120,000 

         19,857 

      5,083,795 

        992,486 

△    36,611 

△      5 4  

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

 1,120,000 

    19,857 

 5,083,795 

   992,486 

    36,611 

        54 

 資 本 合 計               -     -       7,179,474 2 4 . 1  △  7,179,474 

（資本の部） 

Ⅰ.資本金 

Ⅱ.資本剰余金 

Ⅲ.利益剰余金 

Ⅳ.土地再評価差額金 

Ⅴ. その他有価証券評価差額金 

Ⅵ.自己株式 

   

 1 , 1 2 0 , 0 0 0  

     1 9 , 8 5 7  

△  2,434,959 

   5,197,234 

△    1 0 , 8 8 4  

△     1 0 9  

 

4 . 3  

0 . 0  

△9 . 4  

2 0 . 1  

0 . 0  

△0 . 0  

              

-  

              - 

              - 

              - 

              - 

              - 

  

 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

1,120,000 

    19,857 

2,434,959 

5,197,234 

  10,884 

     1 0 9 

 資 本 合 計    3,891,139 1 5 . 0                -   3,891,139 

負債・少数株主持分及び資本合計      25,860,679    1 0 0 . 0       29,782,999    1 0 0 . 0  △ 3,922,320 
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( ２)  連結損益計算書 
 

( 単位：千円未満切捨)  

                  期 別 

                      

平成 1 5 年 1 2 月期 

自平成 1 5 年 1 月 1 日 

至平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日 

平成 1 4 年 1 2 月期 

自平成 1 4 年 1 月 1 日 

至平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日 

 

 

   増減（△） 

科 目 金  額 百分比 金  額 百分比  

 

 Ⅰ. 売上高 

 Ⅱ. 売上原価 

 売 上 総 利 益 

 

  25,059,640 

   21,929,483 

    3,130,157 

        ％ 

     100.0 

      87.5  

      12.5 

 

    23,031,363 

    19,945,163 

     3,086,199 

        ％ 

    1 0 0 . 0  

     8 6 . 6  

     1 3 . 4  

 

 

 

 

 

2 , 0 2 8 , 2 7 7  

1 , 9 8 4 , 3 1 9  

4 3 , 9 5 8  

 Ⅲ. 販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

    2,209,565 

    920,592              

       8.8  

       3.7  

     2,249,059 

     837,139                    

      9 . 8  

      3 . 6  

△ 

 

3 9 , 4 9 4  

8 3 , 4 5 2  

 Ⅳ.営業外収益 

  受取利息及び配当金 

  雑収入 

 Ⅴ. 営業外費用 

  支払利息 

  雑支出 

 経 常 利 益 

       87,140 

        9,861 

       77,279 

      465,490 

      371,519 

       93,970 

      542,242 

       0.3  

 

 

       1.8  

 

 

       2.2  

        4 7,735 

        11,815  

        35,919  

       527,766  

       403,173  

       124,593  

       357,108  

      0 . 2  

 

 

      2 . 3  

 

 

      1 . 6  

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

 

   3 9 , 4 0 5  

    1 , 9 5 4  

   4 1 , 3 5 9  

   6 2 , 2 7 6  

   3 1 , 6 5 4  

   3 0 , 6 2 2  

  1 8 5 , 1 3 4  

 Ⅵ. 特別利益 

  貸倒引当金戻入益 

  ゴルフ会員権売却益 

  投資有価証券売却益 

 Ⅶ. 特別損失 

  固定資産除却損 

  固定資産売却損 

  保証債務損失引当金繰入額 

  ゴルフ会員権評価損 

  投資有価証券評価損 

  たな卸資産処分損 

    貯蔵品除却損 

その他 

税金等調整前当期純利益又は

税金等調整前当期純損失(△)  

        4,372 

        3,946 

           - 

          426 

    3,878,720 

       27,843 

         -  

         -  

         -  

         -  

    3,840,148 

      10,675 

          53 

△  3,332,105 

 

       0.0  

 

 

 

    1 5 . 5  

 

 

 

 

 

 

 

 

△    1 3 . 3  

         9,187  

         4,677  

         4,509  

             - 

       164,820                    

        33,655  

      2 , 6 4 6  

        61,165  

        66,454  

           898  

             - 

             - 

             - 

2 0 1 , 4 7 5  

      0 . 0  

 

 

 

   0 . 7  

 

       

 

 

 

 

 

 

      0 . 9  

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

    4 , 8 1 4  

      7 3 1  

    4 , 5 0 9  

     4 2 6  

3 , 7 1 3 , 9 0 0  

    5 , 8 1 2  

   2 , 6 4 6  

   6 1 , 1 6 5  

   6 6 , 4 5 4  

     8 9 8  

3 ､8 4 0 , 1 4 8  

 1 0 , 6 7 5  

       5 3  

3 , 5 3 3 , 5 8 0  

法人税、住民税及び事業税 

過年度法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当期純利益又は当期純損失( △)  

        8,888 

      357,758 

△    271,306  

△  3,427,445 

       0.0  

    1 . 4  

△   1 . 1  

△   1 3 . 7  

       207,617  

             - 

△     1 0 7 , 5 4 4  

       101,401  

      0 . 9  

 

△  0 . 5  

      0 . 4  

△ 

 

△ 

△ 

  1 9 8 , 7 2 9  

  3 5 7 , 7 5 8  

 1 6 3 , 7 6 2  

3 , 5 2 8 , 8 4 7  
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( ３) 連結剰余金計算書 

( 単位：千円未満切捨)  

当連結会計年度 

自 平成 1 5 年  1 月 1 日 

至 平成 1 5 年 12 月 31 日 

前連結会計年度 

自 平成 1 4 年  1 月 1 日 

至 平成 1 4 年 12 月 31 日 

     期    別 

 

 

科   目   金     額   金     額 

 

比較増減(△)  

 

 

－ 

－ 

 

－ 

 

 

1 , 4 4 8  

8 9 2 , 5 3 3  

 

1 , 4 4 8  

△ 8 9 2 , 5 3 3  

 

△    1 , 4 4 8  

Ⅰ. 連結剰余金期首残高 

Ⅱ. 連結剰余金減少高 

 土地再評価に係る連結剰余金減少高 

Ⅲ. 当期純利益 

Ⅳ. 連結剰余金期末残高   

 － 

－ 

 1 0 1 , 4 0 1  

9 9 2 , 4 8 6  

△  1 0 1 , 4 0 1  

△  9 9 2 , 4 8 6  

 

 

1 9 , 8 5 7  

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

1 9 , 8 5 7  

－ 

－ 

 

 

 

 

－ 

－ 

 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ. 資本剰余金期首残高 

  資本準備金期首残高 

Ⅱ. 資本剰余金増加高 

Ⅲ. 資本剰余金減少高 

Ⅳ. 資本剰余金期末残高 

 

（利益剰余金の残高） 

Ⅰ. 利益剰余金期首残高 

  連結剰余金期首残高 

Ⅱ. 利益剰余金増加高 

Ⅲ. 利益剰余金減少高 

  当期純損失 

Ⅳ. 利益剰余金期末残高 

 

9 9 2 , 4 8 6  

－ 

 

3 , 4 2 7 , 4 4 5  

 

 

 

1 9 , 8 5 7  

－ 

－ 

1 9 , 8 5 7  

 

 

 

9 9 2 , 4 8 6  

－ 

 

3 , 4 2 7 , 4 4 5  

△2,434,959 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

1 9 , 8 5 7  

 

 

 

9 9 2 , 4 8 6  

－ 

 

3 , 4 2 7 , 4 4 5  

△2 , 4 3 4 , 9 5 9  
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４)  連結キャッシュ・フロー計算書  
( 単位：千円未満切捨)  

平成 1 5 年 1 2 月期 

自平成 1 5 年 1 月  1 日 

至平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日 

平成 1 4 年 1 2 月期 

自平成 1 4 年 1 月  1 日 

至平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日 

 

 

科         目 

金   額 金   額 

 

 

増減（△） 

 

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前当期純利益又は 

   税金等調整前当期純損失（△） 

 減価償却費 

 固定資産除却損 

 固定資産売却・処分損 

 たな卸資産処分損 

 貯蔵品除却損 

 投資有価証券評価損 

 投資有価証券売却益 

 ゴルフ会員権評価・消却損 

 ゴルフ会員権売却益 

 貸倒引当金の増減額 

 賞与引当金の増減額 

 保証債務損失引当金の増減額 

 退職給付引当金の増減額 

 受取利息及び配当金 

 支払利息 

 売上債権の増減額 

 たな卸資産の増減額 

 前払費用の増減額 

 仕入債務の増減額 

 未払費用の増減額 

 未払消費税等の増減額 

 その他の流動資産・負債の増減額 

 その他  

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

 

    3,332,105 

 

6 4 7 , 3 8 5  

2 7 , 8 4 3  

4 3  

3 , 8 4 0 , 1 4 8  

1 0 , 6 7 5  

-  

4 2 6  

1 0  

-  

3 , 9 4 6  

5 0 5  

-  

4 , 2 1 6  

9 , 8 6 1  

3 7 1 , 5 1 9  

2 9 4 , 6 7 7  

5 0 5 , 4 1 8  

2 4 , 4 0 4  

1 0 3 , 5 6 7  

2 7 , 6 0 8  

9 , 5 6 3  

9 8 , 9 5 1  

-       

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

 

△ 

 

      201,475 

 

      684,203 

       33,655 

        2,646 

-  

-  

          898 

-  

       66,454 

        4,509                               

4 , 6 7 7  

          549 

       61,165 

      133,596 

       11,815 

      403,173 

       90,958 

      278,711 

       19,919 

      898,366 

       48,558 

      139,509 

        3,233 

          230 

    

△ 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

3 , 5 3 3 , 5 8 0  

 

3 6 , 8 1 8  

5 , 8 1 2  

2 , 6 0 3  

3 , 8 4 0 , 1 4 8  

1 0 , 6 7 5  

8 9 8  

4 2 6  

6 6 , 4 4 4  

4 , 5 0 9  

7 3 1  

1 , 0 5 5  

6 1 , 1 6 5  

1 2 9 , 3 7 9  

1 , 9 5 4  

3 1 , 6 5 4  

3 8 5 6 3 5  

2 2 6 , 7 0 7  

4 4 , 3 2 3  

7 9 4 , 7 9 9  

2 0 , 9 5 0  

1 2 9 , 9 4 5  

9 5 , 7 1 7  

2 3 0  

 

 小計    1 , 5 7 5 , 9 8 6        1,243,102   3 3 2 , 8 8 3   
 利息及び配当金の受取額 

 利息の支払額 

 法人税等の支払額 

 

△ 

△ 

9 , 8 6 3  

3 6 4 , 8 7 4  

1 3 3 , 2 0 1  

  

△ 

△ 

       11,872 

      413,308 

      129,277 

 △ 

 

△ 

2 , 0 0 9  

4 8 , 4 3 3  

3 , 9 2 4  

 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  1 , 0 8 7 , 7 7 3          712,390   3 7 5 , 3 8 3   
Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 固定資産の売却による収入 

固定資産の取得による支出 

 投資有価証券売却による収入 

 投資有価証券取得による支出 

ゴルフ会員権売却償還他による収入 

 定期預金の払戻による収入 

 定期預金の預入による支出 

 貸付金の回収による収入 

 貸付金の貸付による支出 

 

 

△ 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

-  

1 7 8 , 2 9 8  

-  

5 1 , 2 4 2  

-  

1 6 , 9 9 9  

-  

2 , 8 6 7  

9 8 , 9 8 9  

  

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

 

 

       12,705 

      282,147 

       20,806 

       15,800 

       12,929              

8 2 , 4 0 0  

        4,000 

        1,908 

            -            

  

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

 

1 2 , 7 0 5  

1 0 3 , 8 4 9  

2 0 , 8 0 6  

3 5 , 4 4 1  

1 2 , 9 2 9  

6 5 , 4 0 0  

4 , 0 0 0  

9 5 8  

9 8 , 9 8 9  

 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3 0 8 , 6 6 2   △       171,197  △ 1 3 7 , 4 6 5   
Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の増減額 

 長期借入金に借入による収入 

 長期借入金の返済による支出 

 社債発行による収入 

 自己株式取得による支出 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

1 , 0 9 8 , 1 7 4  

2 , 6 0 0 , 0 0 0  

2 , 3 1 3 , 4 9 3  

-  

5 4  

  

△ 

 

△ 

 

△ 

 

      741,993 

    3,000,000 

    2,897,343 

      200,000 

         12 

  

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

3 5 6 , 1 8 0  

4 0 0 , 0 0 0  

5 8 3 , 8 5 0  

2 0 0 , 0 0 0  

4 2  

 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 8 1 1 , 7 2 2   △       439,349  △ 3 7 2 , 3 7 2   
Ⅳ. 現金及び現金同等物の増減額 △ 3 2 , 6 1 1          101,842  △ 1 3 4 , 4 5 4   
Ⅴ. 現金及び現金同等物の期首残高  3 , 2 5 0 , 2 8 3        3,148,440   1 0 1 , 8 4 2   
Ⅵ. 現金及び現金同等物の期末残高  3 , 2 1 7 , 6 7 2        3,250,283  △ 3 2 , 6 1 1   
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社    3 社 

   新精商事株式会社 

   大阪ニチロウ商事株式会社 

   周和産業株式会社 

 

２．連結子会社の事業年度に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

 （１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① たな卸資産 

      移動平均法による原価法 

   ② 有価証券 

      その他有価証券 

        時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

                 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は  

                 移動平均法にて算出） 

        時価のないもの……移動平均法による原価法 

   ③ デリバティブ 

      時価法 

 

 （２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産 

      機械装置については定額法、その他の有形固定資産については定率法 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物及び構築物  ……1 5 ～5 0 年 

      機械装置及び運搬具…… 2 ～1 0 年 

   ② 無形固定資産 

      定額法 

 

 （３） 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

      売掛金、受取手形等債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の基準により計  

上しております。 

      一般債権 

       貸倒実績率に基づく計上額と平成 10 年度改正法人税法の経過措置に定める法

定繰入率による限度相当額のいずれか多い額を計上しております。 

なお、当連結会計年度は法定繰入率による限度相当額が上回るため、法定繰

入率による限度相当額を計上しております。 

   ② 賞与引当金 

      従業員に対して支給する賞与に充てるため、次期支給見込額のうち当期対応分を

計上しております。 
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   ③ 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる

額を計上しております。なお、会計基準変更時差異（ 772,957 千円）については、

1 0 年による按分額を費用処理しております。 

   ④ 保証債務損失引当金 

      保証先の借入債務契約不履行による保証損失の見込額を計上しております。 

 

 （４） 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 （５） 重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理を採用しております。 

      ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理の

要件を満たしている場合は、振当処理を採用しております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引 

      ヘッジ対象…外貨建金銭債務取引、借入金 

   ③ ヘッジ方針 

      市場リスクを受ける資産、負債の範囲内で取引を行っており、資産及び負債が負

う為替の変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びそ

の後の相場変動またはキャッシュ・フローの変動による相関関係が確保されてい

るため、その判定をもって有効性の判定に代えております。 

 

 （６） その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   ① 消費税等の会計処理方法 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

   ② 1 株当たり当期純利益に関する会計基準等 

      当連結会計年度から「1 株当たり当期純利益に関する会計基準(企業会計基準第 2

号)及び「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準指

針第 4 号)を適用しております。 

なお、この変更による影響はありません。 

   ③ 自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準 

      当連結会計年度から「企業会計基準第 1 号 自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（平成 14 年 2 月 21 日 企業会計基準委員会）を適用しており

ます。この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

   ④ 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から「資本準備金」は「資本剰余金」

と「連結剰余金は「利益剰余金」として表示しております。なお、連結剰余金計算書

は資本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分して記載しております。 
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４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結子会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいて作成しております。 

 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
 
（連結貸借対照表関係） 

 
 平成１５年１２月期 平成１４年１２月期  

１．受取手形割引高 2 6 3 , 8 2 9  千円 2 8 4 , 4 0 9  千円   

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 19,538,685 千円 19,282,635 千円   

 

３．保証債務        

有限会社エヌジーユー 3 7 , 0 3 5  千円 3 7 , 0 3 5  千円   

 
４．担保に供している資産 
 定期預金 1 7 7 , 0 0 0  千円 1 7 7 , 0 0 0  千円   

 投資有価証券 1 3 6 , 0 7 0   1 1 5 , 5 8 5     

 固定資産 12,770,682  13,486,123    

 合  計 13,083,752 千円 13,778,708 千円   

   上記に対する債務       

 短期借入金 4,553,434 千円 5,163,270 千円   

 長期借入金 5,834,850  5,664,475    

 合  計 10,388,284 千円 10,827,745 千円   

 
５．土地の再評価 
 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律（平成 11 年 3 月 31 日改正）に基づき事業用土地の再評価を行い、再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 
 
 再評価実施日 平成 1 2 年 1 2 月 3 1 日   

 再評価の方法 

  

土地再評価に関する法律施行令第 3 号、題4 号及び第5 号の

規定により算出 

       

       

 1 9 9 , 4 6 2  千円 4 6 , 0 9 5  千円   

 

再評価を行った事業用土地の当連

結会計年度末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

      

 
 ( 連結損益計算書関係)  
 平成１５年１２月期 平成１４年１２月期  

１．販売費の主な内訳は次のとおりです。 

    販売運賃諸掛  

 

1,150,518 

 

千円 

 

1,150,697 

 

千円 

  

２．有形固定資産の減価償却累計額主 

内訳は次のとおりです。 

      

従業員給料及び賞与手当 3 5 2 , 8 1 6  千円 3 3 3 , 5 1 4  千円   

    賞与引当金繰入額 9 , 1 0 3   8 , 4 5 0     

    退職給付費用 3 6 , 0 6 8   6 7 , 0 2 7     

研究開発費 1 5 3 , 6 2 1   1 5 8 , 3 7 2     

    減価償却費 4 , 0 2 1   4 , 2 0 1     
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 平成１５年１２月期 平成１４年１２月期  

３．研究開発費の総額 

   （すべて一般管理費に含む） 

 

1 5 3 , 6 2 1  

 

千円 

 

1 5 8 , 3 7 2  

 

千円 

  

４．固定資除却損の内容は、次のとおり 

です。 

      

    建物および構築物 2 , 9 9 3  千円 3 , 4 3 0  千円   

    機械装置および運搬具 2 3 , 9 1 5   2 9 , 8 9 0     

    その他（工具器具備品） 9 3 4   3 3 4     

  計 2 7 , 8 4 3   3 3 , 6 5 5     

       

５．固定資産売却損の内容は、次の       

  とおりです。       

 土地 -  千円 1 9 2  千円   

 建物及び構築物 -   △2 , 8 3 9     

 その他（工具器具備品） △4 3   -     

  計 △4 3   △2 , 6 4 6     

       

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 
 平成１５年１２月期 平成１４年１２月期  

 現金及び預金 4,179,694 千円 3,729,217 千円   

 有価証券 -   5 0 0 , 0 8 7     

 預入期間が 3 ヶ月を超える       

  定期預金等 △962 , 0 2 2  △97 9 , 0 2 1    

 現金及び現金同等物 3,217,672 千円 3,250,283 千円   

 
（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 
   当社及び連結子会社は、石油精製及び石油製品の販売を主な事業としており、当該セグメントの 
   売上高及び営業利益がそれぞれ全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額の 9 0 ％をい 
   ずれも超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
２．所在地別セグメント情報 
   本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 
 
３．海外売上高 
                           （単位：千円未満切捨） 
  平成 1 5 年 12 月期 平成 1 4 年 12 月期  

 科  目 自平成 1 5 年 1 月 1 日 自平成 1 4 年 1 月 1 日  

  至平成1 5 年1 2 月3 1 日 至平成1 4 年1 2 月3 1 日  

  金 額 金 額  

 海外売上高 4 , 4 7 2 , 7 3 7   4 , 4 4 2 , 9 9 5     

 連結売上高 2 5 , 0 5 9 , 6 4 0   2 3 , 0 3 1 , 3 6 3     

 連結売上高に占める海外売上高の割合 1 7 . 8 %   1 9 . 3 %     
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（リース取引関係） 
 リース取引の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 リース物件の明細 
 平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 12 月期  

 取得価額相当額 1 3 0 , 8 8 2  千円 1 5 3 , 7 5 6  千円   

 減価償却累計額相当額 5 9 , 9 3 4  千円 5 7 , 0 6 1  千円   

 期末残高相当額 7 0 , 9 4 8  千円 9 6 , 6 9 4  千円   

  未経過リース料期末残高相当額 
    

 1 年以内 2 5 , 7 0 0  千円 2 8 , 8 2 1  千円   

 1 年超 4 5 , 2 4 8  千円 6 7 , 8 7 3  千円   

 合 計 7 0 , 9 4 8  千円 9 6 , 6 9 4  千円   

        

 支払リース料 2 9 , 1 8 8  千円 2 9 , 5 4 7  千円   

 （減価償却費相当額）       

  減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。 
 

（関連当事者との取引） 

 

   該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。（簡便法） 

2. 退職給付債務に関する事項 

                            （単位：千円未満切捨） 

平成 1 5 年 1 2 月期  平成 1 4 年 1 2 月期 

 イ 退職給付債務              1 , 3 0 8 , 3 5 5             1 , 3 4 6 , 1 0 7  

ロ 年金資産             5 1 4 , 9 0 6               4 7 9 , 5 8 0  

ハ 未積立退職給付債務（イ－ロ）   7 9 3 , 4 4 8               8 6 6 , 5 2 7  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額   5 4 1 , 0 7 0               6 1 8 , 3 6 6  

ホ 退職給付引当金  （ハ－ニ）   2 5 2 , 3 7 7               2 4 8 , 1 6 1  

 

3. 退職給付費用に関する事項 

   簡便法による退職給付費用        1 2 5 , 6 4 2              2 6 0 , 0 4 3  

 

4 .  退職給付債務の計算に関する事項 

   イ 期待運用収益率                       3 . 0 %                 3 . 0 %  

   ロ 会計基準変更時差異の処理年数         1 0 年        1 0 年  
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（税効果関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
                                 （単位：千円未満切捨） 

 平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年１２月期  

繰延税金資産       

①流動資産       

 賞与引当金繰入超過額 1 1 , 1 6 4   9 , 7 1 0     

 未払事業税 2 8 6   1 1 , 0 4 4     

 未実現利益 7 2 2   1 , 0 3 1     

 税務上繰越欠損金 

その他 

1 0 4 , 3 5 0  

－ 

 － 

4 1 7  

   

  計 1 1 6 , 5 2 2   2 2 , 2 0 3     

②固定資産       

 退職給付引当金繰入額 1 0 2 , 0 6 1   1 0 3 , 5 8 2     

 ゴルフ会員権評価損 4 , 4 4 0   3 6 , 0 0 7     

 保証債務損失引当金繰入額 2 5 , 5 3 0   2 5 , 5 3 0     

 その他有価証券評価差額 9 , 9 9 1   2 7 , 5 8 3     

 税務上繰越欠損金 

計 

2 0 2 , 2 0 0  

3 4 4 , 2 2 3  

 

 

－ 

  1 9 2 , 7 0 4  

   

  繰延税金資産合計 4 6 0 , 7 4 6   2 1 4 , 9 0 8     

       

繰延税金負債       

①流動負債       

 貸倒引当金の調整 △3 , 0 2 3   △3 , 2 3 2     

 計 △3 , 0 2 3   △3 , 2 3 2     

②固定負債       

 固定資産圧縮積立金 △6 5 , 2 8 7   △7 2 , 9 5 2     

 その他有価証券評価差額 △2 , 6 4 6   △1 , 3 0 5     

  計 △6 7 , 9 3 4   △7 4 , 2 5 8     

    繰延税金負債合計 △7 0 , 9 5 6   △7 7 , 4 9 1     

       

繰延税金資産の純額 3 8 9 , 7 8 8   1 3 7 , 4 1 7     

 

（注）繰延税金資産及び負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 1 1 3 , 5 0 1   1 8 , 9 7 1     

固定資産－繰延税金資産 2 7 6 , 2 8 9   1 1 8 , 4 4 6     

 

なお、この他に土地再評価に係る繰延税金負債があります。 

土地再評価に係る繰延税金負債 △3 , 5 2 8 , 8 1 3   △3 , 6 4 2 , 2 5 2     

 

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異原因 

                     平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期   

    法定実効税率               4 1 . 7 4 ％    4 1 . 7 4 ％ 

     ( 調整)  

    交際費等永久に損金に算入されない項目           3 . 8 7 ％ 

    住民税均等割                       3 . 5 0 ％ 

    その他                          0 . 5 6 ％ 

 

    税効果適用後の法人税等の負担率             4 9 . 6 7 ％ 

     平成 1 5 年 1 2 月期の差異原因については、税金等調整前当期純損失であるため記載して 

おりません。 
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３． ｢地方税法等の一部を改正する法律｣( 平成 15 年法律第 9 号)は平成 15 年 3 月 31 日に公布された

ことに伴い「法人事業税における外形標準課税制度の導入に伴う税効果会計適用上の取扱い」( 日

本公認会計士協会 平成 1 5 年 3 月 25 日) を適用し、当連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算(平成 17 年 1 月１日以降に解消が見込まれるものに限る)には改正後の法定実効税率

を用いております。この変更により当連結会計年度末の繰延税金資産は 10,244 千円減少、繰延税

金負債は 1,918 千円減少、その他有価証券評価差額金は 321 千円減少、法人税等調整額は 8,005 千

円減少しております。なお、平成 12 年 12 月期において計上いたしました土地の再評価による土地

再評価差額金及び土地再評価に係る繰延税金負債についても、改正後の法定実効税率を用いて計算

しております。この変更により、当連結会計年度末の土地再評価差額金は 113,438 千円増加、土地

再評価に係る繰延税金負債が 1 1 3 , 4 3 8 千円減少しております。 

 

（有 価 証 券） 

 

当連結会計年度(平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日現在)  

１． その他有価証券で時価のあるもの 

( 単位：千円未満切捨)  

 種 類 取得原価 
連結貸借 

対照表計上額 
差 額 

連 結 貸 借 対 照 表 計 上

額が取 得 原 価 を 超 え

るもの 

   

（１）株 式 5 8 , 3 5 4  8 4 , 6 2 6  2 6 , 2 7 2  

（２）債 券 -  -  -  

（３）その他 -  -  -  

小  計 5 8 , 3 5 4  8 4 , 6 2 6  2 6 , 2 7 2  

連 結 貸 借 対 照 表 計 上

額 が 取 得 原 価 を 超 え

ないもの 

   

（１）株 式 1 8 1 , 7 0 1  1 3 7 , 1 9 9  △4 4 , 5 0 1  

（２）債 券 -  -  -  

（３）その他 -  -  -  

小  計 1 8 1 , 7 0 1  1 3 7 , 1 9 9  △4 4 , 5 0 1  

合  計 2 4 0 , 0 5 5  2 2 1 , 8 2 6  △1 8 , 2 2 9  

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

( 単位：千円未満切捨)  

売 却 額 売却益の合計 売却損の合計 

        5 0 1 , 3 3 3            4 2 6                 - 

           

 

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

                             ( 単位：千円未満切捨)  

主な内容 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式 2 3 4 , 3 1 3  

   

計 2 3 4 , 3 1 3  
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前連結会計年度(平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日現在)  

 

１． その他有価証券で時価のあるもの 

   ( 単位：千円未満切捨)  

 種 類 取得原価 
連結貸借 

対照表計上額 
差 額 

連 結 貸 借 対 照 表 計 上

額 が 取 得 原 価 を 超 え

るもの 

   

（１）株 式 3 6 , 6 4 8  4 8 , 5 1 7  1 1 , 8 6 8  

（２）債 券 -  -  -  

（３）その他 -  -  -  

小  計 3 6 , 6 4 8  4 8 , 5 1 7  1 1 , 8 6 8  

連 結 貸 借 対 照 表 計 上

額 が 取 得 原 価 を 超 え

ないもの 

   

（１）株 式 2 0 2 , 9 8 5  1 2 8 , 2 2 6  △7 4 , 7 5 8  

（２）債 券 -  -  -  

（３）その他 -  -  -  

小  計 2 0 2 , 9 8 5  1 2 8 , 2 2 6  △7 4 , 7 5 8  

合  計 2 3 9 , 6 3 3  1 7 6 , 7 4 4  △6 2 , 8 8 9  

     ( 注)  前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 8 9 8 千円 

        減損処理を行っております。  

        なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 5 0 ％以上下落 

        した場合において全て減損処理を行って降ります。 

 

２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

           売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

                             ( 単位：千円未満切捨)  

主な内容 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 フリーフィナンシャルファンド 5 0 0 , 0 0 0  

 中期国債ファンド 8 7  

 非上場株式 1 8 4 , 3 1 3  

計 6 8 4 , 4 0 1  

 

 

（デリバティブ取引関係） 

 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

    当連結会計年度  （平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日現在） 

      ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。 

 

    前連結会計年度  （平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日現在） 

      ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。 
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５． 生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 
                                   （単位：千円未満切捨） 

 平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期  

区  分 自 平成 1 5 年 1 月 1 日 自 平成 1 4 年 1 月 1 日 増減（△） 

 至 平成 1 5 年 12 月 31 日 至 平成 1 4 年 12 月 31 日  

 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 

ワックス 8 8 , 8 7 9  t  1 0 , 1 1 0 , 4 3 0  8 2 , 2 6 1  t  9 , 7 7 0 , 9 7 3   6,617t  3 3 9 , 4 5 7  

（パラフィン・マイクロ）       

重  油 447,946kl 1 1 , 6 7 1 , 6 8 0  416,128kl 9 , 1 4 4 , 0 1 6  3 1 , 8 1 7 k l  2,527,664 

合  計  2 1 , 7 8 2 , 1 1 0   1 8 , 9 1 4 , 9 8 9   2,867,121 

（注）１．生産金額は、販売価格をもって算出しております。 
   ２．金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（２） 受注生産 
   当社グループの生産においては、そのほとんどを見込生産で行っておりますので、受注実績は記載し

ておりません。 
 
（３） 販売実績 
                                   （単位：千円未満切捨） 

 平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期  

区  分 自 平成 1 5 年 1 月 1 日 自 平成 1 4 年 1 月 1 日 増減（△） 

 至 平成 1 5 年 12 月 31 日 至 平成 1 4 年 12 月 31 日  

 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 

ワックス 9 1 , 1 3 7  t  1 0 , 5 7 5 , 4 7 8  8 6 , 0 7 2  t  1 0 , 4 2 2 , 4 7 6  5 , 0 6 4  t  1 5 3 , 0 0 1  

（パラフィン・マイクロ）       

（国内） ( 3 5 , 3 2 4 )  (6,102,740) ( 3 5 , 2 1 3 )  (5,979,481) (   1 1 0 )  (123,259) 

（輸出） ( 5 5 , 8 1 3 )  (4,472,737) ( 5 0 , 8 5 9 )  (4,442,995) ( 4 , 9 5 4 )  ( 2 9 , 7 4 2 )  

重  油 450,605kl 1 1 , 7 3 6 , 7 4 4  

 

453,002kl 9 , 9 6 8 , 2 4 2  △2,396 k l  1,768,502 

その他  2 , 7 4 7 , 4 1 7   2 , 6 4 0 , 6 4 4   1 0 6 , 7 7 3  

合  計  2 5 , 0 5 9 , 6 4 0   2 3 , 0 3 1 , 3 6 3   2,028,277 

（注）１．国内ワックス販売中には、輸入合成ワックスを含んでおります。 
   ２．重油販売中には、仕入によるものを含んでおります。 
   ３．金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
 
 
 

    

 

 

 

 

 



平成 1 5 年 1 2 月期    個別財務諸表の概要         平成１６年２月２4 日 

 
上場会社名   日本精蝋株式会社              上 場 取 引 所       東 
コード番号   ５０１０ 
       （ＵＲＬ h t t p : / / w w w . s e i r o . c o . j p ）      本社所在都道府県       東京都  
 
代   表   者 役職名 代表取締役社長  氏 名  渡 口 勝 彦 
 
問合せ先責任者 役職名 取締役      氏 名  井 上   寛        ＴＥＬ( 0 3 ) 3 5 2 3 - 3 5 3 0  
 
決算取締役会開催日 平成 1 6 年 2 月 2 4 日  中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 1 6 年 3 月 3 0 日  単元株制度採用の有無 有（1 単元 1 , 0 0 0 株） 

 
１.  1 5 年 1 2 月期の業績（平成 1 5 年 1 月 1 日～平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日） 
( 1 ) 経営成績                                   ( 金額表示：百万円未満切捨)  

 
売   上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円  %   百万円  %  百万円  %   
1 5 年 1 2 月期 2 4 , 7 0 8  9 . 3   8 8 4  1 2 . 0  5 3 5   5 6 . 1   
1 4 年 1 2 月期 2 2 , 6 1 3  △  4 . 2   7 9 0  6 2 . 1  3 4 2   5 5 . 1   

 
 

当 期 純 利 益 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり 

当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円  %     円  銭 円  銭   % %  %  
1 5 年 1 2 月期 △ 3 , 4 3 1  -    △ 1 5 3  1 8  -    -   △ 6 2 . 8  1 . 9  2 . 2  
1 4 年 1 2 月期 9 2  2 . 9   4   1 5   -    -      1 . 3  1 . 2  1 . 5  

 （注） ①期中平均株式数 1 5 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 8 , 5 2 1 株 1 4 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 9 , 3 8 6 株 

 ②会計処理の方法の変更  無 

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

 ( 2 ) 配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本  
 中 間 期 末 （年間）  配当率 

 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 %  %

1 5 年 1 2 月期 0 0   0 0   0 0   0    0  0  
1 4 年 1 2 月期 0 0   0 0   0 0   0    0  0  

       

(3) 財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 %  円    銭 

1 5 年 1 2 月期 2 5 , 6 8 4   3 , 8 1 5   1 4 . 9    1 7 0  3 6  
1 4 年 1 2 月期 2 9 , 4 8 2   7 , 1 0 9    2 4 . 1    3 1 7  4 0  

 （注） ①期末発行済株式数 1 5 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 8 , 4 1 8 株 1 4 年 1 2 月期 2 2 , 3 9 9 , 3 5 6 株 

 ②期末自己株式数  1 5 年 1 2 月期      1 , 5 8 2 株 1 4 年 1 2 月期        6 4 4 株 

  

２．1 6 年 1 2 月期の業績予想( 平成 1 6 年 1 月 1 日～平成 1 6 年 1 2 月 3 1 日)  

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 1 1 , 5 0 0    2 5 0    2 5 0    0  0  ―――  ―――  
通 期 2 3 , 2 0 0    6 0 0    5 9 0    ――― 0  0   0  0   

 ( 参考) １株当たり予想当期純利益    2 6  円 3 4  銭 

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後の様様な要因に 

よって予想数値と異なる場合があります。 なお、上記の業績予想に関する事項は添付資料の 7 ページをご参照下さい。 

 
 

－ 2 3  － 



６． 個 別 財 務 諸 表 等 

（１）－１ 貸 借 対 照 表 
（単位：千円未満切捨） 

平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期 

( 平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日現在) ( 平成 1 4 年 1 2 月 31 日現在) 

       期別 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減( △)  

（資 産 の 部）   %    %     

Ⅰ. 流  動  資  産 1 1 , 0 9 6 , 6 9 2   4 3 . 2  1 4 , 8 8 4 , 2 1 7   5 0 . 5  △     3,787,525  

 現 金 及 び 預 金  4 , 0 6 5 , 5 6 5    3 , 6 0 9 , 5 9 2     4 5 5 , 9 7 2   

 受 取 手 形  1 2 6 , 1 5 7    1 5 9 , 2 2 9    △     3 3 , 0 7 1   

 売 掛 金  3 , 0 5 4 , 9 7 6    2 , 6 0 2 , 6 7 7     4 5 2 , 2 9 9   

 有 価 証 券  -    5 0 0 , 0 0 0    △     5 0 0 , 0 0 0   

 商 品  3 0 , 4 3 1    7 9 , 8 7 8    △     4 9 , 4 4 7   

 製 品  1 , 5 4 3 , 8 1 2    2 , 5 0 8 , 6 7 1    △     9 6 4 , 8 5 9   

 半 製 品  1 , 2 5 0 , 4 6 6    4 , 8 2 1 , 4 4 3    △     3,570,976  

 原 材 料  5 4 3 , 0 1 0    2 8 4 , 7 1 6     2 5 8 , 2 9 3   

 貯 蔵 品  6 5 , 8 1 5    8 8 , 3 0 7    △     2 2 , 4 9 2   

 前 払 費 用  9 1 , 4 5 2    8 6 , 5 7 4     4 , 8 7 7   

 繰 延 税 金 資 産  1 1 4 , 4 8 7    2 0 , 0 7 8     9 4 , 4 0 9   

 そ の 他  2 1 3 , 3 6 7    1 2 9 , 4 8 2     8 3 , 8 8 4   

 貸 倒 引 当 金  △      2 , 8 5 0    △      6 , 4 3 5     3 , 5 8 5   

            

            

Ⅱ. 固 定 資 産  1 4 , 5 8 8 , 2 5 2   5 6 . 8  1 4 , 5 9 7 , 9 8 8   4 9 . 5  △     9 , 7 3 6   

 1 .有 形 固 定 資 産  1 3 , 5 7 4 , 5 3 1   5 2 . 8  1 3 , 9 5 8 , 0 2 7   4 7 . 3  △     3 8 3 , 4 9 6   

 建 物  7 6 9 , 7 2 5    8 1 3 , 5 5 3    △     4 3 , 8 2 8   

 構 築 物  1 , 2 5 4 , 3 8 6    1 , 3 1 2 , 6 5 4    △     5 8 , 2 6 7   

 機 械 及 び 装 置  2 , 2 9 3 , 9 9 1    2 , 6 2 5 , 0 0 5    △     3 3 1 , 0 1 3   

 船 舶 ･ 車 両 運 搬 具  7 , 8 0 4    9 , 3 7 0    △ 1 , 5 6 6   

 工 具 ･ 器 具 備 品  6 3 , 0 8 8    6 5 , 6 7 0    △ 2 , 5 8 1   

 土 地  9 , 0 9 8 , 7 4 8    9 , 0 9 8 , 7 4 8     -   

 建 設 仮 勘 定  8 6 , 7 8 5    3 3 , 0 2 3     5 3 , 7 6 2   

            

 2 .無 形 固 定 資 産  2 7 , 6 2 3   0 . 1  1 1 , 3 4 5   0 . 0   1 6 , 2 7 7   

 ソ  フ  ト  ウ ェ ア  2 1 , 8 6 9    6 , 0 8 9     1 5 , 7 7 9   

 電 話 加 入 権  5 , 2 5 5    5 , 2 5 5     -   

 そ の 他   4 9 8    -     4 9 8   

            

 3 . 投資その他の資産  9 8 6 , 0 9 7   3 . 9  6 2 8 , 6 1 5   2 . 2   3 5 7 , 4 8 1   

 投 資 有 価 証 券  4 3 9 , 1 8 4    3 4 8 , 0 1 7     9 1 , 1 6 7   

 子 会 社 株 式  9 0 , 1 8 0    9 0 , 1 8 0     -   

 長 期 貸 付 金  1 1 7 , 4 6 4    2 4 , 9 4 2     9 2 , 5 2 1   

 長 期 前 払 費 用  2 0 , 5 7 4    6 , 1 6 0     1 4 , 4 1 4   

 長期繰延税金資産  2 7 8 , 9 3 6    1 1 9 , 5 1 1     1 5 9 , 4 2 5   

 そ の 他  3 9 , 8 5 6    3 9 , 8 5 6     0   

 貸 倒 引 当 金  △        1 0 0    △        5 3    △ 4 7   

            

 資 産 合 計   2 5 , 6 8 4 , 9 4 4   1 0 0 . 0  2 9 , 4 8 2 , 2 0 5   1 0 0 . 0  △ 3,797,261  

－ 2 4  － 



( １) －２ 貸 借 対 照 表                                

（単位：千円未満切捨） 

平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期 

( 平成 1 5 年 1 2 月 31 日現在) (平成 14 年 12 月 31 日現在) 

        期別 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減( △)  

（負 債 の 部）   %    %    

Ⅰ. 流 動 負 債 1 1 , 8 1 0 , 2 9 7   4 6 . 0  1 2 , 4 9 6 , 5 2 1   4 2 . 4  △ 6 8 6 , 2 2 4   

 支 払 手 形  5 1 4 , 2 7 7    2 8 0 , 7 5 4     2 3 3 , 5 2 3   

 買 掛 金  1 , 2 3 1 , 5 9 5    1 , 4 2 3 , 9 0 3    △ 1 9 2 , 3 0 7   

 短 期 借 入 金  6 , 9 1 2 , 6 5 5    7 , 3 5 4 , 6 4 1    △ 4 4 1 , 9 8 6   

 長 期 借 入 金  2 , 3 3 2 , 9 0 0    2 , 8 6 7 , 4 1 0    △ 5 3 4 , 5 1 0   

 （返済 1 年以内）           

 未 払 金  2 5 , 9 8 4    2 1 , 5 4 8     4 , 4 3 5   

 未 払 費 用  2 2 6 , 8 8 0    2 0 8 , 3 3 4     1 8 , 5 4 6   

 預 り 金  4 6 , 9 8 4    3 3 , 9 8 1     1 3 , 0 0 3   

 未 払 法 人 税 等  3 6 2 , 9 8 8    1 2 9 , 4 4 3     2 3 3 , 5 4 4   

 未 払 消 費 税 等  6 4 , 6 3 6    5 3 , 2 2 8     1 1 , 4 0 7   

 賞 与 引 当 金  2 9 , 1 7 9    2 9 , 1 3 5     4 3   

 そ の 他  6 2 , 2 1 3    9 4 , 1 3 9    △ 3 1 , 9 2 5   

            

Ⅱ. 固 定 負 債 1 0 , 0 5 8 , 8 7 5   3 9 . 1  9 , 8 7 6 , 0 3 9   3 3 . 5   1 8 2 , 8 3 6   

 社 債  2 0 0 , 0 0 0    2 0 0 , 0 0 0     -   

 長 期 借 入 金  6 , 0 1 6 , 5 1 9    5 , 7 2 4 , 4 6 0     2 9 2 , 0 5 8   

 
再 評 価 に 係 る  
   繰 延 税 金 負 債  

3 , 5 2 8 , 8 1 3    3 , 6 4 2 , 2 5 2    △ 1 1 3 , 4 3 8   

 退 職 給 付 引 当 金  2 5 2 , 3 7 7    2 4 8 , 1 6 1     4 , 2 1 6   

 保証債務損失引当金  6 1 , 1 6 5    6 1 , 1 6 5     -   

 負 債 合 計  2 1 , 8 6 9 , 1 7 3   8 5 . 1  2 2 , 3 7 2 , 5 6 0   7 5 . 9  △ 5 0 3 , 3 8 7   

            

（資 本 の 部）           

Ⅰ. 資  本  金  -    1 , 1 2 0 , 0 0 0   3 . 8  △ 1,120,000  

Ⅱ. 法 定 準 備 金  -    2 2 1 , 9 1 8   0 . 7  △ 2 2 1 , 9 1 8   

 資 本 準 備 金  -    1 4 , 1 1 8    △ 1 4 , 1 1 8   

 利 益 準 備 金  -    2 0 7 , 8 0 0    △ 2 0 7 , 8 0 0   

Ⅲ.土 地 再 評 価 差 額 金  -    5 , 0 8 3 , 7 9 5   1 7 . 2  
 

△ 5,083,795  

Ⅳ. 剰    余    金       -    7 2 2 , 4 8 6   2 . 5  △ 7 2 2 , 4 8 6   

 固定資産圧縮積立金  -    1 4 1 , 3 2 7    △ 1 4 1 , 3 2 7   

 退 職 積 立 金  -    2 0 , 0 0 0    △ 2 0 , 0 0 0   

 別 途 積 立 金  -    4 0 0 , 0 0 0    △ 4 0 0 , 0 0 0   

 当 期 未 処 分 利 益   -    1 6 1 , 1 5 8    △ 1 6 1 , 1 5 8   

Ⅴ.その他有価証券評価差額金     -    △    3 8 , 5 0 1   △  0 . 1   3 8 , 5 0 1   

Ⅵ. 自 己 株 式         -    △        5 4   △  0 . 0   5 4   

 資 本 合 計     7 , 1 0 9 , 6 4 5   2 4 . 1  △ 7,109,645  
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（単位：千円未満切捨） 

平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期 

( 平成 1 5 年 1 2 月 31 日現在) (平成 14 年 12 月 31 日現在) 

        期別 

 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減( △)  

           

（資 本 の 部）           

Ⅰ.資  本  金  1 , 1 2 0 , 0 0 0   4 . 4  -     1,120,000  

Ⅱ.資 本 剰 余 金  1 4 , 1 1 8   0 . 1  -     1 4 , 1 1 8   

 資 本 準 備 金  1 4 , 1 1 8    -     1 4 , 1 1 8   

Ⅲ.利 益 剰 余 金  △     2 , 5 0 0 , 7 5 6   △9 . 7  -    △ 2,500,756  

 利 益 準 備 金  2 0 7 , 8 0 0    -     2 0 7 , 8 0 0   

 固定資産圧縮積立金  1 0 1 , 8 2 5    -     1 0 1 , 8 2 5   

 退 職 積 立 金  2 0 , 0 0 0    -     2 0 , 0 0 0   

 別 途 積 立 金  4 0 0 , 0 0 0    -     4 0 0 , 0 0 0   

 当 期 未 処 理 損 失       3 , 2 3 0 , 3 8 2    -     3,230,382  

Ⅳ. 土地再評価差額金  5 , 1 9 7 , 2 3 4   2 0 . 2  -     5,197,234  

Ⅴ. その他有価証券評価差額金  △        1 4 , 7 1 5   △0 . 1  -    △ 1 4 , 7 1 5   

Ⅵ. 自 己 株 式  △           1 0 9   △0 . 0  -    △ 1 0 9   

 資 本 合 計  3 , 8 1 5 , 7 7 1   1 4 . 9  -     3,815,771  

 負 債 ・ 資 本 合 計  2 5 , 6 8 4 , 9 4 4   1 0 0 . 0  2 9 , 4 8 2 , 2 0 5   1 0 0 . 0     
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（２） 損 益 計 算 書 
（単位：千円未満切捨） 

平成 1 5 年 1 2 月期  平成 1 4 年 1 2 月期  
自 平成 1 5 年 1 月 1 日 自 平成 1 4 年 1 月 1 日 

至 平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日 至 平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日 

       期別 

 
 

科目 金  額 百分比 金  額 百分比 

増減( △)  

      %     

Ⅰ. 売 上 高  2 4 , 7 0 8 , 5 4 7   1 0 0 . 0  2 2 , 6 1 3 , 5 1 6   1 0 0 . 0   2,095,031  

Ⅱ. 売 上 原 価  2 1 , 7 4 2 , 6 5 0   8 8 . 0  1 9 , 7 0 9 , 5 5 6   8 7 . 2   2,033,094  

売 上 総 利 益  2 , 9 6 5 , 8 9 6   1 2 . 0  2 , 9 0 3 , 9 5 9   1 2 . 8   6 1 , 9 3 7   

Ⅲ. 販売費及び一般管理費 2 , 0 8 0 , 9 5 3   8 . 4  2 , 1 1 3 , 6 4 5   9 . 3  △ 3 2 , 6 9 1   

営 業 利 益  8 8 4 , 9 4 2   3 . 6  7 9 0 , 3 1 4   3 . 5   9 4 , 6 2 8   

Ⅳ. 営業外収益  (  9 9 , 8 9 1  )  (  7 4 , 7 1 8  )  (    2 5 , 1 7 3  )

 受 取 利 息 及 び 配 当 金  9 , 7 0 9    1 1 , 7 4 5    △ 2 , 0 3 6   

 雑 収 入  9 0 , 1 8 2    6 2 , 9 7 2     2 7 , 2 0 9   

Ⅴ. 営業外費用  (  4 4 9 , 6 1 2  )  (  5 2 2 , 2 1 2  )  (   △ 7 2 , 5 9 9  )

 支 払 利 息  3 6 7 , 0 5 4    3 9 8 , 1 2 3    △ 3 1 , 0 6 8   

 雑 支 出  8 2 , 5 5 7    1 2 4 , 0 8 8    △ 4 1 , 5 3 0   

経 常 利 益  5 3 5 , 2 2 1   2 . 1  3 4 2 , 8 2 0   1 . 5   1 9 2 , 4 0 1   

Ⅵ. 特別利益  (  3 , 9 6 4  )  (  8 , 8 4 2  )  (   △ 4 , 8 7 8  )

 貸倒引当金戻入益  3 , 5 3 7    4 , 3 3 2    △ 7 9 5   

 ゴルフ会員権売却益  -    4 , 5 0 9    △ 4 , 5 0 9   

 投資有価証券売却益  4 2 6    -     4 2 6   

            

Ⅶ. 特別損失  (  3 , 8 7 7 , 2 6 7  )  (  1 6 4 , 3 3 0  )  (      3,712,936 )

 固 定 資 産 除 却 損  2 7 , 8 4 3    3 3 , 6 5 5    △ 5 , 8 1 2   

 ゴルフ会員権評価損  -    6 6 , 4 1 4    △ 6 6 , 4 1 4   

 保 証 債 務 損 失 

引 当 金 繰 入 額 
 -    6 1 , 1 6 5    △ 6 1 , 1 6 5   

 固 定 資 産 売 却 損  -    2 , 6 4 6    △ 2 , 6 4 6   

 投資有価証券評価損  -    4 4 9    △ 4 4 9   

 貯 蔵 品 除 却 損  1 0 , 6 7 5    -     1 0 , 6 7 5   

 たな卸資産処分損   3 , 8 3 8 , 7 4 8    -     3,838,748  

税引前当期純利益 

 又は税引前当期純損失（△） 
△   3 , 3 3 8 , 0 8 1      △1 3 . 5  1 8 7 , 3 3 2   0 . 8  △ 3,525,413  

法人税、住民税及び事業税  6 , 6 3 0    2 0 2 , 1 1 6    △ 1 9 5 , 4 8 6   

過 年 度 法 人 税 、 住 民 税 

及 び 事 業 税 
 3 5 7 , 7 5 8    -     3 5 7 , 7 5 8   

法 人 税 等 調 整 額  △     2 7 1 , 4 2 7    △     1 0 7 , 6 7 2    △ 1 6 3 , 7 5 5   

当 期 純 利 益 

又 は 当 期 純 損 失 （ △ ） 

 
△   3 , 4 3 1 , 0 4 3   △1 3 . 8  9 2 , 8 8 8   0 . 4  △ 3,523,931  

前 期 繰 越 利 益 2 0 0 , 6 6 0    6 9 , 7 1 8     1 3 0 , 9 4 2   

再 評 価 差 額 金 繰 入 額 -    1 , 4 4 8    △ 1 , 4 4 8   

当 期 未 処 分 利 益 
又 は 当 期 純 損 失 （ △ ） 

△   3 , 2 3 0 , 3 8 2    1 6 1 , 1 5 8    △ 3,391,540  

( 減 価 償 却 実 施 額 )  (     646,906 )   (  6 8 3 , 4 3 4  )  (   △ 3 6 , 5 2 7  )
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（３） 利益処分案及び損失処理案  

 

損失処理案         （単位：千円未満切捨）    利益処分案         （単位：千円未満切捨） 

       

 

  

期  別 
 
科  目 

平成 1 5 年 1 2 月期 
自 平成 1 5 年 1 月 1 日 

至 平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日 

  期  別 
 
科  目 

 平成 1 4 年 1 2 月期 
自 平成 1 4 年 1 月 1 日 

至 平成14 年12 月31 日 

           

Ⅰ 当 期 未 処 理 損 失     3 , 2 3 0 , 3 8 2   Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1 6 1 , 1 5 8   

           

Ⅱ 損 失 処 理 額    Ⅱ 任意積立金取崩額    

 任意積立金取崩額     固定資産圧縮積立金取崩額 3 9 , 5 0 2   

          

 固定資産圧縮積立金取崩額 8 , 0 2 1         

          

 別途積立金取崩額 4 0 0 , 0 0 0         

           

 固定資産圧縮積立金調整額 △   1,918 4 0 6 , 1 0 3        合    計  2 0 0 , 6 6 0   

          

          

          

Ⅲ 次 期 繰 越 損 失   2 , 8 2 4 , 2 7 9   Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  2 0 0 , 6 6 0   
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 （財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

( 1 )  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

      移動平均法による原価法 

( 2 )  有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 

その他の有価証券 

   時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法にて算定） 

   時価のないもの…移動平均法による原価法 

(3) デリバティブ 

    時価法 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

( 1 )  有形固定資産…機械装置については定額法、その他の有形固定資産については定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

        建物及び構築物  ……1 5 ～5 0 年 

        機械装置及び運搬具…… 2 ～1 0 年 

( 2 )  無形固定資産…定額法 

       ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（5 年）に基 

       づく定額法 

 

３. 引当金の計上基準 

( 1 )  貸倒引当金 

売掛金、受取手形等債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の基準により計上しております。 

一般債権 

 貸倒実績率に基づく計上額と平成 1 0 年度改正法人税法の経過措置に定める法定繰入率によ 

る限度相当額のいずれか多い額を計上しております。なお、当会計年度は法定繰入率による

限度相当額が上回るため、法定繰入率による限度相当額を計上しております。 

( 2 )  賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、次期支給見込み額のうち当期間対応分を計上し 

ております。 

( 3 )  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（772,957 千円）については、10 年による按分額を費用処理して

おります。 

(4) 保証債務損失引当金 

     保証先の借入債務契約不履行による保証損失の見込額を計上しております。 

 

４. リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 

( 1 )  ヘッジ会計の方法 

       繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理の要件を満た

している場合、振当処理を採用しております。 

( 2 )  ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引 

    ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務取引、借入金 

( 3 )  ヘッジ方針 

    市場リスクを受ける資産、負債の範囲内で取引を行っており、資産及び負債が負う為替の変

動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。 

( 4 )  ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後の相場

変動またはキャッシュ・フローの変動による相関関係が確保されているため、その判定をも

って有効性の判定に代えております。 

 

６.  その他財務諸表の作成のための重要な事項 

( 1 )  消費税等の会計処理方法 

      消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっております。 

   ( 2 )  1 株当たり当期純利益に関する会計基準等 

      当会計期間より「1 株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第 2 号)及び「1 株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4 号)しております。

なお、この変更による影響はありません。 

(３) 自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準 

    当会計期間から「企業会計基準第1 号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」

(平成14 年2 月21 日 企業会計基準委員会)を適用しております。この変更に伴う損益に与え

る影響はありません。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 3 0  － 

 



注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 

 平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期  

１．受取手形割引高 1 2 0 , 0 0 0  千円 2 2 1 , 2 2 8  千円   

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 19,522,487 千円 19,265,480 千円   

 

３．保証債務        

新精商事株式会社 7 0 , 0 0 0  千円 8 6 , 6 6 4  千円   

大阪ﾆﾁﾛｳ商事株式会社 -  千円 2 8 , 1 8 2  千円   

有限会社エヌジーユー 3 7 , 0 3 5  千円 3 7 , 0 3 5  千円   

 

４．担保に供している資産 

 定期預金 1 7 7 , 0 0 0  千円 1 7 7 , 0 0 0  千円   

 投資有価証券 1 3 6 , 0 7 0  千円 1 1 5 , 5 8 5  千円   

 固定資産 12,770,682 千円 13,486,123 千円   

 合  計 13,083,752 千円 13,778,708 千円   

   上記に対する債務       

 短期借入金 2,264,434 千円 2,384,210 千円   

 長期借入金 8,123,850 千円 8,443,535 千円   

 合  計 10,388,284 千円 10,827,745 千円   

 
５．授権株式数            8 9 , 6 0 0 , 0 0 0  株   8 9 , 6 0 0 , 0 0 0  株 

  発行済株式総数          2 2 , 4 0 0 , 0 0 0  株   2 2 , 4 0 0 , 0 0 0  株 

 

（リース取引関係） 
 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

   リース物件の明細 

                 平成 1 5 年 1 2 月期   平成 1 4 年 1 2 月期 
   取 得 価 額 相 当 額                1 3 0 , 8 8 2 千円     1 4 1 , 3 2 8 千円 
   減 価 償 却 累 計 額 相 当 額                 5 9 , 9 3 4 千円      4 8 , 7 7 6 千円 
   期 末 残 高 相 当 額    7 0 , 9 4 8 千円      9 2 , 5 5 2 千円 

 

   未経過リース料期末残高相当額 
                  
   １ 年 以 内          2 5 , 7 0 0 千円      2 6 , 7 5 0 千円 
   １  年  超          4 5 , 2 4 8 千円      6 5 , 8 0 2 千円 
     合  計           7 0 , 9 4 8 千円      9 2 , 5 5 2 千円 

 

   支 払 リ ー ス 料                 2 7 , 1 1 7 千円      2 7 , 4 7 6 千円 
   (  減価償却費相当額 )  

 

    減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法によっております。 

 

    ( 注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が 

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定して 

おります。 
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（有価証券関係） 

当会計年度( 平成 1 5 年 1 2 月 3 1 日現在)  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前会計年度( 平成 1 4 年 1 2 月 3 1 日現在)  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

                            （単位：千円未満切捨） 

 平成 1 5 年 1 2 月期 平成 1 4 年 1 2 月期  

繰延税金資産       

①流動資産       

 賞与引当金繰入超過額 1 0 , 1 3 7   8 , 7 3 2     

 未払事業税 -   1 0 , 9 2 8     

 税務上繰越欠損金 

その他 

1 0 4 , 3 5 0  

-  

 

 

-  

4 1 7  

 

 

  

  計 1 1 4 , 4 8 7   2 0 , 0 7 8     

②固定資産       

 退職給付引当金繰入額 1 0 2 , 0 6 1   1 0 3 , 5 8 2     

 ゴルフ会員権評価損 4 , 4 4 0   3 5 , 7 6 6     

 保証債務損失引当金繰入額 2 5 , 5 3 0   2 5 , 5 3 0     

 その他有価証券評価差額 9 , 9 9 1   2 7 , 5 8 3     

 税務上繰越欠損金 

計 

2 0 2 , 2 0 0  

3 4 4 , 2 2 3  

 -  

1 9 2 , 4 6 3  

   

  繰延税金資産合計 4 5 8 , 7 1 1   2 1 2 , 5 4 1     

       

繰延税金負債       

①固定負債       

 固定資産圧縮積立金 △6 5 , 2 8 7   △ 72,952    

    繰延税金負債合計 △6 5 , 2 8 7   △ 72,952    

       

繰延税金資産の純額 3 9 3 , 4 2 4   1 3 9 , 5 8 9     

 

（注）繰延税金資産及び負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 1 1 4 , 4 8 7   2 0 , 0 7 8     

固定資産－繰延税金資産 2 7 8 , 9 3 6   1 1 9 , 5 1 1     

 

なお、この他に土地再評価に係る繰延税金負債があります。 

土地再評価に係る繰延税金負債 △3,528,813  △3,642,252    

 

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異原因 

  平成 1 4 年 1 2 月期  

法定実効税率   4 1 . 7 4  ％   

（調整）       
交際費等永久に損金に算入されない項目   3 . 8 6  ％   

住民税均等割   3 . 5 4  ％   

その他   1 . 2 8  ％   

税効果適用後の法人税等の負担率   5 0 . 4 2  ％   

 平成 1 5 年 1 2 月期の差異原因については当期純損失であるため記載しておりません。 
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３．「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15 年法律第9 号)が平成15 年3 月31 日に公布されたことに

伴い「法人事業税における外形標準課税制度の導入に伴う税効果会計適用上の取扱い」(日本公認会計

士協会 平成15 年3 月25 日)を適用し、当会計期間末の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(平成17

年 1 月 1 日以降に解消が見込まれるものに限る)には改正後の法定実効税率を用いております。この変

更により当会計期間末の繰延税金資産は 10,244 千円減少、繰延税金負債は 1,918 千円減少、その他有

価証券評価差額金は 3 2 1 千円減少、法人税等調整額は 8 , 0 0 5 千円減少しております。 

なお、平成 12 年事業年度において計上いたしました土地の再評価による土地再評価差額金及び土地再

評価に係る繰延税金負債についても、改正後の法定実効税率を用いて計算しております。この変更によ

り、当会計期間末の土地再評価差額金は 113,438 千円増加、土地再評価に係る繰延税金負債が113,438

千円減少しております。 

 

 

（４）製品別売上高明細表 
（単位：千円未満切捨） 

  平成1 5 年1 2 月期 
自 平成 1 5 年 1 月 1 日 
至  平成1 5 年1 2 月3 1 日 

平成1 4 年1 2 月期 
自 平成 1 4 年 1 月 1 日 
至  平成1 4 年1 2 月3 1 日 

増  減 

   数量   金額    数量   金額    数量   金額  

        %        %        

 ﾊﾟﾗﾌｨﾝﾜｯｸｽ t o n  8 0 , 2 1 1    8,610,916  3 4 . 8   7 4 , 5 4 4    8,425,930  3 7 . 2  5 , 6 6 6    1 8 4 , 9 8 5   

                      

 ﾏｲｸﾛﾜｯｸｽ 〃  8 , 6 8 7    1,501,679  6 . 1   8 , 8 5 6    1,480,325  6 . 6  △ 1 6 9    2 1 , 3 5 3   

                      

（ ﾜｯｸｽ計 ） 〃  8 8 , 8 9 8    10,112,595  4 0 . 9   8 3 , 4 0 0    9,906,256  4 3 . 8  5 , 4 9 7    2 0 6 , 3 3 9   

                      

Ａ 重 油 k l   3 3 , 6 8 1    9 2 6 , 7 6 9   3 . 8   3 9 , 3 5 8    1,003,442  4 . 4  △ 5 , 6 7 7   △ 7 6 , 6 7 3   

                      

ＬＳＣ重油 〃  3 8 3 , 4 9 9    9,943,494  4 0 . 2   3 7 8 , 4 1 6    8,176,699  3 6 . 2  5 , 0 8 3    1,766,794  

                      

(  重油計 )  〃  4 1 7 , 1 8 1    10,870,263  4 4 . 0   4 1 7 , 7 7 4    9,180,142  4 0 . 6 △ 5 9 3    1,690,121  

                      

その他       3,725,688  1 5 . 1      3,527,116  1 5 . 6     1 9 8 , 5 7 1   

                      

合   計      24,708,547  100.0     22,613,516  100.0     2,095,031  

うち輸出額 t o n ( 5 5 , 8 1 3    4,472,737    5 0 , 8 5 9    4,442,995    4 , 9 5 4    2 9 , 7 4 2   

（注）１．ワックス販売中には、輸入合成ワックスを含んでおりません。 
   ２．重油販売中には、仕入によるものを含んでおりません。 
   ３．金額には、消費税等は含まれておりません。 
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7 .  役員の異動 ( 平成 1 6 年 3 月 3 0 日付)  

 

  １.  代表者の異動 

 

     該当事項はありません。 

 

  ２.  その他の役員の異動 

 

    ( １) 新任取締役候補 

 

       藤田  彬 （現 当社顧問、元 株式会社大和銀行頭取） 

 

    ( ２) 退任予定取締役 

 

       中津 信治 （当社監査役に就任予定） 

 

    ( ３) 新任監査役候補 

 

       中津 信治 （現 当社取締役） 

       田澤  繁 （現 当社顧問弁護士） 

 

    ( ４) 退任予定監査役 

 

       多田  豊 （常勤） 

       下村  博 （非常勤） 

       伊藤 隆光 （非常勤） 

 

以上 
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